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はじめに
2007年の第 166回通常国会において審議中の労働契約法案第七条は， (労
働契約の内容と就業規則との関係)の表題のもとに，こう規定する*。すな
わち， I使用者が合理的な労働条件が定められている就業規則を労働者に周
知させた場合には，労働契約の内容は，その就業規則で定める労働条件によ
るものとする。ただし，労働契約において，労働者及び使用者が就業規出の
内容と異なる労働条件を合意していた部分については，第十二条に該当する
場合を除き，この限りでないJしまた，同法案では， (就業規則による労
働契約の内容の変更)の表題のもとに，以下のような 2条文を置いた。すな
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わち， r第九条使用者は，労働者と合意することなし就業規則を変更す
ることにより，労働者の不利益に労働契約の内容である労働条件を変更する
ことはできない。ただし，次条の場合は，この隈りでない。第十条使用者
が就業規則の変更により労働条件を変更する場合において，変更後の就業規
則を労働者に周知させ，かつ，就業規則の変更が，労働者の受ける不利益の
程度，労働条件の変更の必要性，変更後の就業規則の内容の担当性，労働組
合等との交渉の状況その他の就業規則の変更に係る事情に照らして合理的な
ものであるときは，労働契約の内容である労働条件は，当該変更後の就業規
則に定めるところによるものとする。ただし，労働契約において，労働者及
び使用者が就業規則の変更によっては変更されない労働条件として合意して
いた部分については，第十二条に該当する場合を除き，この限りでないj。
第七条は， r合理性j要件によって就業規則の契約内容化を肯定する最高裁
判例を，また，第十条は，就業規則の変更による労働条件の変更について，
変更に係る諸般の事情論である「合理性」基準論によって，その法的拘束力
を常定する判例法理を明文化することを意臨したもののようである。しか
し，新たな労働立法である労働契約法において， このような形で就業規則に
関する判備法理を明文化することについては強い疑問営感じる 1)。
周知のように，就業規則の法的性質(法的効力)，就業規則による労働条
件の不利益変更の法的効力をどのように理解すべきかについては，判例・学
説上，激しい議論が展開されてきた2)。立法史的にみれば，工場労働者の就
業上のノレーノレ(工場規期，職工規則，従業員規程等， その名称は謙々であっ
た)を対象として就業規則に関する規定が登場したのは， 1926 (大正 15)年
改正工場法施行令であり，これが， 1947 (昭和 22)年制定の現行労基法上の
就業規期制度の原型である。しかし，既に， これを遡る 1898(明治 31)年工
場法案において，就業規則にあたる職工規郎の作成義務やその効力について
定めが置かれており，当時から就業規賠に対する法規制をめぐる議論が展開
されていた。したがって，いわゆる就業規則論には，明治期から，大正期，
そして第二次世界大戦の前後で社会体制の変革を迎えた昭和期，さらには王子
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成期の現代と，その時々の雇用社会の現実が色濃く影ぞ落としている3)。
今般の労働契約法案は，今日に至るまでなお錯綜する就業規則に関する議
論に一定の立法的決着をつけようとするものであり，これが今後の就業規則
論に新たな局面をもたらすものであることは疑いない。しかし，今回の法案
提出にいたる議論において，はたしてこの就業規期に関する沿革，立法史，
並びに膨大なまでに蓄積された判例・学説上の理論成果は正しく踏まえられ
ていたのであろうか。就業規那をめぐる論争史は，わが国における労働条件
形成・展開プロセスにおける，基本的法原則である契約(合意)原理と雇用
社会の現実との矛盾を克服するための理論的営為の歴史であり，その営為は
ー篇の立法的手当てによって簡単にカバーできるような性質のものではな
い。仮にこの論争について立法的な対応を行うというのであれば，それは従
来の議論を収束するに足る，相応の説得力ある内容であることが必要不可欠
であろう。今回の労働契約法案は，このような要請によく培えるものであろ
うか。
筆者は，労働契約(広義のそれは，個別の労働契約だけでなく労働協約，就業規刻
等の労働関係諸規範を包含するが，本稿では個別労働契約という窓味の狭義のそれそ指
す)と就業規則とを，それらが解釈論の上で密接に関連することを否定する
ものではないが，理論麗関上は，それぞれ明確に峻別すべき法制度であると
の立場から，最高裁の就業規則の法的性質論，不利益変更論には重大な問題
があると考えている。また，今般の労働契約法案が，判例i法理としての就業
規期論(例えば，不利益変更に係る{合理性j基準論)のメリットをも損な
いかねない危うさを抱えていることも懸念される4)。そこで，本稿では，労
働契約法案の提出に至る議論の推移5)な辿りながら，労働契約法案第 7条の
提示する就業規郎と労働契約の法的接合論の問題を取り上げて若干の検討を
加え，現行労基法の下での就業規則と労働契約の法的位置関係について論じ
ることとしたい。
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1. 労基法第93条と労基法上の就業規期ノレーノレ
労基法第93条はこう定める。 f就業規則で定める基準に達しない労働条件
を定める労働契約は，その部分については無効とする。この場合において無
効となった部分は，就業規則で定める基準によるんじ前段が就業規則の
強行性(強行的効力)を，後段がその契約規律性(直樟的効力)を定めたも
のであり，現在では，就業規則の法的性質をどのように解する(法規範的に
理解する，あるいは契約的に理解する)せよ， この強行的直律的効力が就業
規那の実定法(労基法)上の法的効力であることが議論の前提とされてい
る6)。この効力は，最低労働条件基準の設定とその履行確保守目的とする労
基法上の法的効力であるので，最低基準保障的効力と呼ぶのが適切であろ
う。なお， この労基法第93条の効力をどのような要件のもとに認めるべき
か，特に就業規則の作成・変更について労基法上，使用者に課せられた一連
の義務的手続(符 89条:法定事項の明文化，同 90条1項:労働者過半数代表の怠見聴
取，同 89条・ 90条2項:1総奴意見書簡を添付した，行政官庁への届出，同 106条1項:
事業場労働者への周知猪麗)の履行と，向第93条とがどのような関係にあるの
かについては判例・学説上，多岐にわたる議論がある7)が，本稿では，この
効力要件論については立ち入らない8)。
さて，労基法は，第93条で就業規郎の対労働契約上の効力関係を明定し
たが，第 l章総則の第 2条(労働条件の決定)2項において就業規則に言及
している。すなわち，問項にいわく「労働者及び使用者は，労働協約，就業
規制及び労働契約を遵守し，誠実に各々その義務を履行しなければならな
いJ。就業規則は，労基法上，第 9 章就業規射の規制~受けるものであるに
せよ(この規制により，就業規則は法的に制度化されたといえる。)，労使の
個別的合意である労働契約，集団的合意である労働協約と法的性格が全く異
なるにもかかわらず(就業規則は合意の所産ではない。)，この両者と閤様
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に，その遵守と義務の誠実履行が求められている。その趣旨は明らかではな
いが，労働関係を規律する法的な規範である労働契約(儒別の労使閤)，労
働協約(原則として総合員と使用者間)と向様に，就業規則が，労基法上の
就業規則規制のもとで，職場の労働関係を事実上規律している，換言すれ
ば，就業規則が労働関係において規範的に機能しているとの認識が，その前
提になっていると考えられる。
また，労基法は，このような就業規則の労働関係の具体的展開に対する規
律的機能だけでなしその労働関保の内容形成的な機能，特にその労働条件
設定機能をも利用している。それが，労働契約締結の擦の使用者の労働条件
明示義務を定める法第15条に基づいて明示事項を列挙した労基施行規則第
5条し常時 10人以上の労働者を雇用する使用者に就業規賠の作成を義務
づける法第 89条との接合である。すなわち，規則第 5条所定の明示事項の
多くが，法第89条の就業規則記載事項と重複しているのである。
この点について立法史を振り返れば，労働条件基準法(労働保護法)草案
(昭和 21年 7月26日労務法制審議会小委員会第五次草案)では，第四条(労働条件
の明示)の文案は「使用者は雇入れに際し，労働者に対して賃金労働時間其
の他就業規則に定めた事現を就業前に明示しなければならないJであっ
ため。再条文案は修正されて，現行法第15条がそうであるように， 1就業規
則Jの文言は消えたが，他方で，施行規則第5条には，当初，明示事項とし
て次の 3つが挙げられていた。すなわち， 11.就業の場所及び従事すべき業
務に関する事項， 2.法第 89条第 1項第 1号乃至第9号に規定する事項，
3.事業の付属寄宿舎に労働者を寄指させる場合においては，寄宿舎規則に
定める事項」である。この事項 2.は就業規則の記載事項であり，昭和 29年
改正によって，規部第5条はこれを具体的に明記し，併せて事項 3.が「休
職に関する事項」に改められ，その後の若干の追加修正をへて現行規期の文
となった10)。こうして，労基法第 15条にいう「明示jは f常時十人以上
の労働者を使用する事業においては，就業規則を明示すれば足りるん との
解釈例規(昭 29.6.29基発355号)が示されることとなったのである。このよ
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うに，労基法は，就業規射の内容が労働契約の内容として機能することを想
定した労働条件基準の設定，規制を展開している。
労働条件規制のツーノレとしての就業規制の活用は，現在では，労働時間規
制枠組みの設定において明文化されている。具体的には， 1ヶ月単位変形労
働時間制(労基法第32条の 2)，フ νックスタイム制(向 32条の 3)，II圏閥単位
の非定型的変形労働時間制(同32条の 5)，変形労働時間制，変形休日制の起
算日(労規則第12条の 2)，労働時間の特例(労規則第25条の 2)，年休手当て
(労J憲法第39条6J.良)について，就業規則による定めによって当該制度の適法
性が担保される仕組みがとられている。法第9章を本体とする就業規則規制
を前提にして，労働条件基準の騒行または特倒的基準実施のための手続的
ノレーノレとして就業規期の定めが要求されているのである。
このように労基法は，就業規則全労働条件基準の設定，履行確保に利用し
ているが，就業規則自体については，第9章で，使用者に就業規則にかかる
一定の手続き的義務を課した上で，その妥当範囲(効力関係)に限界を顧し
た。前掲の第89条(法定事項の明文化)，開 90条1項(事業場労働者の過半
数代表からの意見聴取)，悶 89条・ 90条2項(聴取意見書を添付した，行
政官庁への届出)が前者であり(なお，開様の手続的義務である，事業場労働
者への周知措置は，第 12章雑則の第 106条 l項に定められている)，第91
条(減給制裁の制限)，向 92条(法令及び労働協約との関イ系)，同 93条(労
働契約との関係)が後者である。前者そ就業規則についての手続的規制と呼
ぶならば，後者はその実体的規制と呼ぶべきものであり，それぞれの規制内
容の意義と眼界については，論じるべき点が多いが11)，ここでは，環行の
労基法上の就業規則規制は，戦前の工場法における規制枠組みを受け継ぎ，
これを進展させたものである(例えば， しばしばその実質的意義の乏しさが
批判される，労働者過半数代表からの意見聴取手続きには，法制度史上，き
わめて重要な意義を認めることができる 12))ことを確認しておきたい。
さて，今回の労働契約法案では，労基法第93条がそっくりそのまま労働
契約法第 12条とされ，労基法第93条が「労{動契約と就業規則との関係につ
516 
労働契約法と就業規則規制の夜り方
いては，労働契約法(平成 19年法律第VVT号)第 12条の定めるところに
よる。Jとの文言に修正されている。労働契約法案では，後述するように，
就業規却をその合理性等，一定の要件のもとに契約内容化すること等が明文
イちされ，就業規則が重要な役回りを譲じることになるので，就業規則の対労
働契約上の効力規定である労基法第 93条を移行することとされたようであ
る13)。しかし， これには大きな問題がある。法第 93条の規範的効力(強行
的直律的効力)は，労働条件基準の設定，履行確保を毘的とする労基法にお
いて，労働関係を事実上規律している就業規賠の活用という法政策的観点、か
ら，就業規則について特別に付与された法的効力である。その効力はあくま
でも労基法上のものにすぎない。また，法第93条の最低基準保障的効力は，
前述したように，法第9章の各規定，さらには労基法上の関係規定と一体と
なって，独自の就業規則ノレーノレを構成している。法案では，就業規則の変更
にかかる手続きとして，第 11条案が，変更手続に関しては労基法第89条及
び90条の定めるところによる， と規定しており，法第93条だけを切り離し
て労働契約法に移すことの合理的な理由は見出せない14)。仮に，労働契約
法に関係規定を設けるとすれば，法案の 93条案を 12条案とすることこそ適
切であろう。すなわち，法案第 12条を， ["労働契約と就業規則との関係につい
ては，労働基準法(昭和 22年法律第49号)第93条の定めるところによる。J
とするのである。就業規賠は労働契約との歴史的に独自の関係を踏まえた，
労基法による法的規制のもとに置かれていることを看過しではならない。
2.就業規則と労働契約との関係
(1) 就業規則の法的効力と労働契約
法第93条は，就業規制所定の水準に達しない労働条件を定める労働契約
の当該部分を無効とし，無効となった部分は f就業規則で定める基準によ
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るJと定めるので，その強行性(規範的効力)は片面的なものにすぎない。
すなわち，就業規則基準を上回る労働契約上の労働条件の法的効力は否定さ
れない。就業規則の労働契約に対する法的優位性は限定されており，この意
味で法令，労働協約の範関内で有効性を認められる就業規則が最低基準保障
的な機能を果たすことになるのである。こうして，労働契約と就業規則の関
係は，それぞれの設定する労働条件水準に差異がある(一方が他方の水準を
上田る又は下田る)場合には，労基法第93条に基づいてその法的効力が決
せられることになる。
しかし，就業規則に定めた労働条件について労働契約に定めがない場合
(ただし，例えば，労働契約締結の際には，労基法施行規期第5条 1項4号
の2の退職手当については明示されなかったが， その後就業規則lこ定められ
たときには，労基法第93条により，当該事項は労働契約の内容となる)，例
えば，就業規如上の配転，出向等の人事異動に関する条件は，そもそも，労
基法第15条，間施行規則第5条の明示事項ではないので，当該条項が，労
働契約とどのような関需にあるのか，それはどのような法的効力を有するの
かが問題となる。これが，いわゆる就業規則の法的効力論，法的性質論とし
て論じられてきた15)。
ちなみに，労働協約については，労組法第 16条が労働契約に対する規範
的効力(文言上，就業規則と異なる両面的強行性を有する)を定め，併せ
て， 1労働契約に定がない部分についても，同様とする」と明記して，協約
の補充的効力診規定しているので，このような問題は生じない。そこで，
者は，この補充的効力という用語に着目し，就業規則の補充的効力(契約内
容営補充する法的効力)については，法第93条の規範的効力(強行的直律
的効力) とはl2I翌日して， その効力関係を論じてきたが16)，今自の労働契約
法案では， この補充的効力を法定する (1研究会報告書:Jでは， 1労働契約の
内容となる効力」との表題が付されている)新たな立法措霞が提示されてい
る。
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(2) 労働契約法案にみる就業規則・労働契約接合論
前掲の労働契約法案第7条は，労働契約が就業規賠を上回る労働条件を定
めているときは那として， ["合理的なJ労働条件を定めている就業規出を労
働者に f周知」させた場合には，労働契約の内容は， r就業規則の定める労
働条件によるJと定める。本条は，就業規則内容の合理性を条件としてこれ
を労働契約の内容と解する最高裁判決(後掲)を明文化することを意関した
もののようである。この明文化を提言した「研究会報告書JIこいわし「就
業規尉の内容が合理的である眼仇労使当事者に労働条件は就業規則による
との意思があるとして，労働者が就業規則の個別の規定を現実に知っている
と否とにかかわらず，就業規則の内容が労働契約の内容になるということは
確立した判例であり，また，実際にも労働条件は就業規別によって定められ
ているという事実は労使当事者にも広〈認識されているものと考えられる。
したがって， この法理を法律で明らかにすることが適当であるJ(26頁)。
この行には，使用者の一方的作成にかかる就業規則による労働条件決定と
いう現実が伺をもたらしているのか，そのような問題意識が全く欠如してお
り，現状追認のうえでの，かっ安易なまでの「確立した判部Jの法律による
明文化を結論付けている点にその特徴がある。この点、について言えば，ま
ず，就業規則と労働契約についての「確立した判例jが雇用社会を規律する
労働法ノレーノレとしてどのような機能を果たしており， それをどのように評舗
すべきであるのかが問われねばならない。その基本的認識の当否について論
じる必要があろう。また，仮に， ["研究会報告書」の現状認識に立ったとし
ても，はたして，法案第7条は適正に判例法理の明文化という意鴎を体現し
たものであるのかが，吟味されなければならない。
そこで，ここでは，まず後者の開題関心から，本条の成案がすんなりと得
られたわけでないことに詮自したい。厚生労働省νベノレでの議論の推移(詳
綴は，ヱド稿末尾の参考資料を参照。以下，ワク，下線は筆者による。)を時系列で図式
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的に示せば，以下のようになる。
( i) r研究会報告書」
.1就業規則内容の合理性|司「労働条件は就業規則の定めるところによ
るとの合意があったものと推定するj
(労働契約の内容となる効力の発生に必要な要件=周知させる手続
(判例法理)十過半数組合等からの意見聴取+行政官庁への届出)
( i ) r検討の視点J
・契約締結時の国富手続+1内容の合理性同「労簡契約の内容は就業
規則の定めるところによるとの合意が成立したものと推定するJ
(担i) r在り方について(案)J 
.1労基法を遵守|して定めた就業規則叶内容の合理性同「盤塁盤船三
定める労働条件による器の合意が成立しているものと推定する」
(個別に労働条件伝定める部分以外)
(iv) r今後の検討について(案)J
.1労基法を遵守iして定めた陸型型空整埜型国持「就業規則に定め豆
労働条件による旨の合意が成立しているものと推定する」
(v) 1異体的論点(素案)J
・I1合理的な労働条件iを定めて労働者に直到させていた就業規則」司
「その就業短期に定める労働条件が労働契約の内容となるj
(vi) 1労政審答申」
・「佳聖位差堅出を定めて労働者lこ国亙させていた就業規則円
「その就業規則に定める労働条件が労働契約の内容となるj
(就業規則の内容と異なる労働契約の内容を合意した部分(特約)
は，その合意による)
(vi) 1法案要綱」
. 1合理的な労働条件降定められている就業規則を労働者に¥mJ9;O¥させ
ていた場合j司「労働契約の内容は，その就業規郎の労働条件によるも
のとする」
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さて，以上の議論推移については，次の 2点を指摘することができる。第
ーは，労働契約と就業規則とを法的に接合する手法が変転したことである。
すなわち， 1研究会報告書jの提言を容れて， 1検討の視点J，1在り方につい
て(案)J， 1今後の検討について(案)Jまでは，労働契約の内容は就業規則
に定める労働条件によるとの「合意jの成立を「推定するj との表現であっ
たのに対し， 1具体的論点(素案)Jから，就業規則に定める労働条件が「堂
働契約の内容となるj と文言が変更され， これぞ「労政審答申」も引き継い
だが， 1法案要綱Jでは， 1労働契約の内容は，その就業規則の労働条件によ
るものとするj と表現金改め，結局，法案7条は， 1労働契約の内容は，そ
の就業規則で定める労働条件によるj と表記するに至った。すなわち，当初
の，合意の成立の f推定j という法的ロジックが，就業規則条件を労働契約
内容とするとの「法律による擬制J!こ取って換えられ，最終的には，労基法
13条，問 93条の文書を想起させる，就業規則へ労働契約に対する誼律的な
法的効果を付与する法規定 (1直律的効力の付与J)が出現することとなった
のである。
第二は，この推定，擬制そして効力付与の要件として， 1合理性J(就業規
則内容の合理性または合想的な就業規則)と，これに組み合わせる他の要件
にプレがあり，その基本的なスタンスに確たるものが見られないという点で
ある。まず， 1研究会報告書」では， 1就業規則の内容が合理性を欠く場合を
除きJ17)合意の成立を推定する， として合理性要件を挙げたが，これに加え
て，就業規則に労働者を拘束する効力を認めるためには，事業場労働者への
周知手続，過半数労働者の意見聴取及び行政官庁への届出を必要要件とする
ことが適当であるとした。これに対して， 1検討の視点jでは，就業規則内
容の合理性に加えて，契約締結時の「局知手続」を， 1在り方について(案)J 
と「今後の検討について(案)Jでは，就業規期が「労基法を遵守して定
めj られていること(意見聴取，届出，周知手続の履践を要件とする趣旨と
解される)を， 1推定」の要件とする。しかし， 1法律による擬制Jを提案す
る「具体的論点(素案)J と「労政審答申」では，就業規出に定める労働条
521 
件の合理性と，その就業規出の労働者への「周知」が，要件とされている。
そして， I誼律的効力の付与」を明記する「法案要綱J，法案第 7条では，就
業規則の労働条件の合理性と労働者への「周知Jをその直律的効力の要件と
した。ただし， I周知Jについて， I法案要綱Jが， I合理的な労働条件が定
められている就業規期を労働者に潤知させていた場合j としていたのに対し
て，法案第7条では， I……労働者に周知させた場合」との文書に変わって
し、る。
さて，第一の点については， どう評価すべきであろうか。まず， I研究会
報告書」の提案した f誰定」規定については，これを肯定的に評価する見解
がある。意思の推定規定を設けることには，議論を整序して就業規期を契約
法理の枠組みの中に位置づけるものとして，穣梅的な意義がある 18)，し
しかし，かかる推定規定は，就業規則を契約法理に組み込むというよりはむ
しろ，労働関係が個々の労使の合意により成立するという契約法理を否定す
る方向に機能するのではなかろうか。そもそも，就業規則による事実上の労
働条件決定の現状に対して，そのような推定規定が法文として必要かどうか
疑わしい。契約法理に却して言えば，後述するように，就業規則は契約内容
の解釈にさいして契約内容を推定する機能を有するものであり，推定規定を
設けることにはさしたるメリットはなしむしろ前述したデメリットのほう
が大きい。
さで，推定規定念提書した「研究会報告書jでは， I推定jは反証を挙げ
て覆すことがでぢる(同 26頁)とするが， I推定」である以上，それは当然
のことであろう。それでは，前述した「法律による擬制J，さらには「直律
的効力の付与」の場合には，この反証は許されないのか。この点について
は，いずれの場合にも，就業規期が「合理的な労働条件jを定めたものであ
り，これを労働者へ「周知させていたJ(法案第7条では「周知させたJ)こ
とが要件とされているので，この 2点について労働者が反証に成功すれば，
当該就業規賠が労働契約内容化することを阻止できると解されよう 19)。た
だい就業規則に定める労働条件の「合理性J，そして「周知Jについて，
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これを否定するためには何を立証すべきかが問題となるが，この点について
は，後述する。
それでは，労働契約と就業規則の関係について， i法律による擬制」ある
いは「車律的効力の付与Jという手法による明文化については， どのように
評価すべきなのか。まず， i研究会報告書Jは， i確立した判例J，i法理J~ 
法律で明らかにすることを提言したが， i労政審答申Jの「法律による探
制Jあるいは法案7条の「藍律的効力の付与」は，これを適正に実現するも
のなのだろうか。周知のように，最高裁は，秋北ノtス事件・昭和43年 12月
25日大法廷判決(民集22巻 13号 3459頁)において， こう論じた(以下，下線は
筆者による)。すなわち， i労働条件を定型的に定めた就業規則はJ，i合理的
な労働条件を定めているものであるかぎりJ，労働条件は fその就業規則に
よるという事実たる慣習が成立しているものとして，その法的規範性が認め
られるに至っている」しまた， i労働基準法は，右のような実態を前提と
して，後見的監督的立場に立って，就業規則に関する規制と監督に関する定
めをしているん 89条， 90条， 106条 I項，なお 15条参照，ヲ1条， 92条，
「これらの定めは，いずれも，社会的規範たるにとどまらず，法的規範とし
て拘束力を有するに室っている就業規則の実態に鑑み，その内容を合理的な
ものとするために必要な監督的規制にほかならない。このように，就業規則
の合理性を保障するための措罷を講じておればこそ…… (93条)，就業規則
のいわゆる直律的効力まで宵認しているのであるんこのように続けたので
ある。そして，電電公社帯広局事件・昭和61年3月 13日第一小法定判決
(労判 470号HOでは， r公社就業規則及び健康管理規程の内容は，公社職員
が労働契約上その労働力の処分を公社に委ねている趣慢に照らし，いずれも
合理的なものというべきであるから，右の職員の健康管理上の義務は，公社
と公社職員との聞の労働契約の内容となっているものというべきである。J
と論じ，さらに，日立製作所武蔵工場事件・王子成3年 11月28日第一小法廷
判決(民集45巻 8号 1270頁)では「労働基準法……32条の労働時間を延長し
て労働させることにつき，使用者が，……(いわゆる三六協定)を締結し，
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これを所轄労働基準監督署長に届け出た場合において，使用者が……就業規
則に当該三六協定の範囲内で一定の業務上事由があれば労働契約に定める労
働時間を延長して労働者を労働させることができる旨定めているときは，当
該就業規則の規定の内容が合理的なものである限り，それが具体的労働契約
の内容をなすから，右就業規則の規定の適用を受ける労働者は，その定める
ところに従い，労働契約lこ定める労働時間を超えて労働をする義務伝負うも
のと解するを相当とする(最高裁……昭和 43年 12月25日大法廷判決
…，最高裁昭和 61年 3月13日第一小法廷判決……)oJ と説示した。
この最高裁3判決の論理は，菅野教授により定型契約説(かつては約款
説)と命名され，それまでに主張，展開されていた法規範説や契約説とは異
なる，新たな法的性質論を説くものと，一般に理解されている。確かに従来
の法規範説とも，また契約説とも異なる立論ではあるが，契約解釈的な雷辞
を用いながらも(電電公社帯広局事件判決と目立製作所武蔵工場事件判決
は，当該就業規則条項が労働契約上のものか杏かの判断を行い，契約説的な
装いをとっている)， その論理は法規範説のそれにほかならない。というの
は，秋北ノミス事件判決後の上記2判決は，労使の合意の成立を問わず，合意
の有無とは無関係な「合理性j要件iこ照らして，就業規則上の健康管理上の
義務，時間外労働の義務を労働契約上の労働者の義務と判断したからであ
るお)。そもそも，秋北ノミス事件大法廷判決は，その論拠には疑義があるに
せよ，判決文に明示されているように，就業規則~法的規範と理解していた
ことからすれば，その論理に離離はないことになろう。そうしてみると，
「労政審答申Jの「法律による擬制j と法案第 7条の「直律的効力の付与J
とは，いずれも労働契約と就業規刻の法的接合を立法によって実現しようと
する点において，まさに法規約対応をとるもので，最高裁の法理に閉したも
のと評することができょう。
しかし，最大の問題は，その法的接合について論じられた要件の内容であ
り， これが煎に指摘した第ニの点から導き出される問題である。まず， ["就
業規則の合理性J(秋北ノえス毒事件最高裁大法廷判決)とは伺を意味するのだろう
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か。法案第 7条にいう「合理的なJ労働条件の「合理的j とは具体的に侭を
指すのか。 f合理性jの有無や「合理的」という評価の判断基準は，情なの
か。就業規期の変更による労働条件の不利益変更についての f合理性jの有
無については，罵知のように，裁判例の積み重ねにより具体的判断基準が示
されるようになったが，秋北ノミス事件最高裁判決の不利益変更論と異なり，
その法的性質論については裁判例の展開がみられなかったこともあって，就
業規則の契約内容化のための f合理性」が何を意味するのかは明らかではな
いのである 21)。いみじくも， r研究会報告書Jにおいて，この「合理性j に
ついて，例えば， r著しく不合理である場合を掠きJとすることを含めて吏
に検討する必要があるとの意見があった (26-27頁)， と記されている。結
局， この点については，浜田教授の次の論評(以下，下線は筆者による。)が正
鵠を射ている。すなわち， r秋北パス最高裁判決は，現行就業規則法制は
『就業規則の〔内容の〕合理性を保揮するための措置を講じている』との評備
を九その見解の基礎に有しているが，この点は明らかに誤りである。就業規
刻の内容に対する制定法規定の干渉は，懲戒処分としての減給の部分的制限
を除けば，法令及び労働協約違反の担止に限られており， しかも労働協約違
反の阻止は事実上，行政的監督の対象からはずれてしまっているのである。
開判決の評価は， w合理性』を『法令違反の不存在』と問義に解する場合に
のみ受け入れ可能となるJ22)。このように，就業規則の「合理性jや「合理
的なj就業規則とは，法令に違反していない(労基法第92条が定めるとこ
ろである)という意味しか有しないとすれば，労働契約と就業規則の法的接
合の要件としてはあまりに空疎なものといわざるを得ない。
また，先にみたように， r合理性J要件と並んで要求されていた「周知」
についても，これが労基法第 106条1項の周知手続きとどのような関係にあ
るのか，これまでも労基法上の手続的義務の履践が就業規則の効力要件と解
すべきか否かで議論されてきたのだが，その異同が問題となる。具体的に
は，法案第7条の文雷「局知させた場合」がどのような措置を必要とするの
か u法案要綱」の「周知させていた場合j との異同はどうか)，その法趣旨
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に即して，その意義を明らかにしておく必要がある。しかし， I局知」とい
う用語自体が，様々な形式による情報伝達をその範囲内に含みうるので，
「合理性J要件と同様に，この要件も法的なそれとしての厳密さに難点を抱
えている。このようにみてくると，法案第7条は，定型契約説と呼ばれる最
高裁の就業規則・法規範論を立法化すべ〈考案されたものとはいえ，特に最
高裁の説く 「合理性」要件自体が空疎な内容であることもあって，きわめて
不明瞭な内容の条文と評せぢるを得ない。
就業規則は，私見によれば，法的には片面的な強特性による最低基準保障
的効力(労基法第93条)を付与された，使用者の作成する就業上の各種ノレー
ノレの総体であるが，現実に職場の規範として機能し，かつ労基法上，前述し
たように，労働契約との関係では，契約内容の解釈基準として機能(契約内
容推定機能)することが想定されている。したがって，就業規則は，労働契
約そのものではなし労働契約とは別偶に，契約の空白部分を補填する補充
的規範として活用すべく労基法上制度化されたものと解すべきである。就業
規則の補充的効力とは， この契約解釈における就業規尉の補充的規範として
の効力にほかならない。労働契約と就業規則を「合理性Jと f周知J要件の
もとに法的に接合する法案第 7条は，労基法と判例!法によって形成されてき
た労働条件決定システムを変更するものであるが，その立法論的妥当性はき
わめて疑わしい。
というのは，今般の労働契約法の制定をめぐる議論においては，労基法上
の就業規則規制の在り方の根本的な見直し等の基本的問題が取り上げられた
わけではなしまた労働条件決定システムの再編成あるいは，新たなコンセ
プトに基づく労働条件決定システムの構想が提示されたわけでもない。この
間の議論では，就業規則に関する判例法の明文化の必要性がことさらに強調
されていたにすぎない。判例法は，制定法とは異なり，判例法であるがゆえ
の限界があるが(例えば，判例法ノレーノレが労使一般に共通する了解事項とな
る，すなわち社会的通有性ぞ撞得することはあまり期待できない)，同時に
効用(例えば，具体的事案への活用可能性という意味での機能性と柔軟性)
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をも有している。「合理性j要件のもとに，就業規則の契約内容化を説く判
例法理を立法化するときには，その立法化によるメリットとデメリットを慎
重lこ検討することが不可欠で、あるが，法案第7条についてこの点は考慮され
たのであろうか。ここでは，法案第 7条がどのような意味を干ぎするのかが問
題とちれなければならないが， これは，労働契約との関係における，就業規
出lこ対する法規制の在り方を問うことでもある。以下では，この点を取り上
げて検討してみよう。
3.就業規則規制の在り方
(1 ) 労働契約法における「就業規則Jの位置
今回の労働契約法案提出に至るまでの労働政策審議会における議論経過に
ついて特徴的な点、は，新たな立法構想、を提示した 2005年9丹15日「今後の
労働契約法制の在り方に関する研究会報告書J(以下， f研究会報告書Jとい
うσ) の扱いについて労使双方が否定的姿勢を示したにもかかわらず，厚生
労働省側がこの報告書をベースにした議論に固執したため (2006年4月11日
f労働契約法制及び労働時間法制に係る検討の視点J，悶年6月 13日「労働契約法制及び
労働時間法制の在り方についてJ)労使双方が反発し，審議が中断するという異
例の事態に臨ったことである。開審議会では，労働契約法の制定と併せて労
基法の労働時間関係規定の改正(いわゆるホワイトカラー・エグゼンプショ
ンの新たな導入等)について議論されたのであるが，多くの開題について労
使の意見は厳しく対立し，妥協点を見出すことは困難な状況であった。厚生
労働省は事態の打開を園って新たな提案(同年9月 11日 f労働契約法制及び労働
時間法制の今後の検討についてJ) を示したが， その後，提案される議論対象は
極端に狭められ(同年 11月21日「今後の労働契約法制について検討すべき具体的論
点 (1)(素築)J)，同年 12丹27B同審議会(労働条件分科会)の答申で公表さ
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れた労働契約法構想、， これに基づく 2007年1月25日労働契約法案要綱(同
年2月2日労政審答申)，周年3月13日閣議決定の労働契約法案は， r研究会報
告書jの構想した労働契約法とは全く異なった姿に変じてしまった(以上の
経過については，後掲参考資料を参照)。
「研究会報告書jでは，総則として，①就業の実態に応じた均等待遇，
②労基法の労働者以外の者への適用，③常設的な労使委員会制度の整備，
具体的項目として， (1)労働関係の成立については，①採用内定，②試周
期間， (2)労働関係の展開については，①就業規則による労働条件変更の
判例法理，②労働契約の変更に関する雇用継続型契約変更制度，③配転，
④出向，⑤配転，出向に係る緩和濫用法理，⑥転籍，⑦懲戒，@兼
業，⑨退職後の競業避止義務，秘密保持義務，⑮安全記慮義務，個人情報
保護義務，⑮留学・研修費用の返還制度， (3)労働関係の終了について
は，①解麗，(2)解雇の金銭解決制度，③使用者の働きかけによる退職，
(4)有期労働契約については，①期間の書面明示，②更新及び麗い止めに
関する基準の手続き，③試用自的の有期契約が取り上げられ，かなり包括
的で，かっ詳細な立法論的検討が加えられていた。
しかし，労働契約法案は，全5章(第 l掌総則，第2章労働契約の成立
及び変更，第3章労働契約の継続及び終了，第4章期間の定めのある労働
契約，第5章雑郎)で編成され，第 l章は全5条:第 l条(目的)，第2条
(定義:r労働者J，r使用者J)，第3条(労働契約の原郎:合意原則，信義
則，権利濫用の禁止)，第4条(労働契約の内容の理解の促進)，第5条(労
働者の安全への配慮)，第2章は全8条:第6条(労働契約の成立:合意原
則)，第7条(労働契約の内容と就業規則との関係)，第8条(労働契約の内
容の変更:合意原則)，第9条(就業規則による労働契約の内容の変更)，第
10条{合理性基準論:判例法理 J，第 11条(就業規郎の変更に係る手続)， 
第 12条(就業規尉違反の労働契約(附則第2条:労基法93条の改正))，第
l3条(法令及び労働協約と就業規則との関係)，第3章は全3条:第 14条
(出向:権利濫用の禁止)，第 15条(懲戒:権利濫用の禁止)，第 16条(解
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雇:権利濫用の禁止(附即第2条:労基法 18条の 2を削除))，第4章は全
l条:第 17条〔期間満了前の解雇禁止，反復更新への配慮)，第5章は全2
条:第 18条(船員に関する特例)，第四条(適用除外:公務員，同居の親
族のみを慣用する場合の労働契約)の本賠計四条と前期5条からなる，き
わめてささやかな形の法律にすぎない。
本法案の基礎となった労政審答申については，答申の打ち出した労働契約
法が「いかにも貧弱なものJであり， r研究会報告書」には「新たな労働契
約法を制定し労働関係のノレーノレを明確にしようとする旺盛な意欲がみなまっ
ていた」が，労政審で「議論が迷走を続けるうちに，提案される労働契約法
はついにほとんど抜け殻としかいいようのないものになった」と辛掠に評さ
れ，このような事態に至った原因について，以下の点が指摘されている 23)。
すなわち，第一は，開題の重要性の割に検討の期間があまりにも短(2007 
年の通常国会に労働契約法案を上程するという期限が設定され，そのスケ
ジ、ユーノレに合わせて強引に検討が進められてきた点。第二は，労働契約法制
の問題がホワイトカラー・エグゼンプションの導入を到る労基法改正問題と
セットで議論された点。労働時間に関する労基法改正問題はすぐれて法政策
的な問題であるが，労働契約法制は，法政策的な面を含むものの，原理的，
理論的な問題に深〈関わっており，判例法理の扱い(判例法理をどう理解す
るか，その陪題点はどこにあるか)等については深い議論が必要である。に
もかかわらず，労働契約法制の陪題が労働時間問題とセットにされ，無理な
タイム・スケジューノレが設定されたため，労政審の後半の作業は，労使いず
れかが反対する部分ぞ単純にそぎ落とすというものになってしまった。労働
契約法制がきわめて貧弱になったのは，これが過度に政治的に扱われた結巣
である，このように指摘されている。
今回の労働契約法制の議論が労基法の労働時間規制の見直し問題と結び付
けられている点は，きわめて不自然であった。労働契約法案の提出にいたる
議論の過程を振り返れば，そこでは，労働契約法の「内容Jではなし労働
法制の抜本的な見置しを主導する政府関係機関の政治的庄力に崩して， とに
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もかくにも新たな労働立法としての労働契約法の制定という「形」だけが追
い求められていた， ということであろうカ，24)。そうだとすれば，何とも残
念極まりない状況であると言わざるを得ない。
そもそも「労働契約法J-t'どのように構想するか， この点については，論
者によって様々な見解がある 25)。したがって，労働契約法の制定について
議論すべき点は多岐にわたり(規制対象，規制内容，規制方法・手段，判例
法，制定法(労働基準立法・労使関係立法)との関係・整合性，履行確保手
段等)，それらは，いずれも関係当事者間で、簡単に共通了解守得ることがで
きるような問題ではない。しかし， ここでは，最も基本的な問題として，労
働契約法案の提出に至る議論の起点としての f研究会報告書J!こ対して，労
働契約法の対象である労働契約の特質と性格をどのように考えるのか， とい
う法整備の前提となる点についての考え方が示されていない26)， と指摘さ
れていたことに注目したい。
というのは，労働契約法案第1条が，本法の目的として，こう定めたから
である。いわし「この法律は，労働者及び使用者の自主的な交渉の下で，
労働契約が合意により成立し，又は変更されるという合意の原郎及び労働契
約と就業規則との関係等を定めることにより，合理的な労働条件の決定又は
変更が円滑に行われるようにすることを通じて，労働者の保護を図りつつ，
個別の労働関係の安定に資することそ目的とするJ(下線は筆者による)。労働
契約法に就業規則を組み込むことを図り，就業規郊の契約内容化による労働
条件決定・変貰システムの定立を目的として掲げる労働契約法案における
「労働契約Jとは，一体，伺なのか。「労働契約jは， どのように捉えられて
いるのだろうか。
わが国では，労働契約はしばしば就業規則で定める条件で働く旨の約束を
内容とし， Iその特徴は，固有の意味での労鶴契約は箆用者・労働者の身分
設定だけを定め，両者間の関係の細部，諸条件はすべて就業規出の定めに依
拠する点、にある」として， I労働契約法はまず就業規則をその視野に取り込
み，これぞ包摂するものとして構成される必要があるj と説かれる27)。し
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かし，続けて次のように指摘されており，この点こそが重要で、ある。すなわ
ち， ["労働契約締結の際の労働者は，雇用接待の切実な必要に駆られて，や
むなく使用者の用意した就業規則を受容したというのが通常であり，労働者
の“自由な選択"の水準は決して高くない。労働者の実質的な労働契約の自
由の磯保を重視する立場に立つならば，労働契約と就業規則との単純な組合
せ理論にはいくつかの補正の施される必要jがあり， ["就業規票日条項に盛ら
れた当事者の合意の実質的な拘束力を，合理的な一定範屈にまで縮減するj
ことや， ["合理的に意味限定的にとらえられた就業規則条項についても，そ
の運用のレグェノレではつねに権利の濫用がありうるJ28)ことに留意を促すの
である。
労働契約の内容(労働条件)の設定・変更が就業規則に依拠しているとい
う現実を踏まえると，就業規則と労働契約との法的接合を承認せざるを得な
い。しかし，そうであったとしても，両者の法的接合には十分な検討が必要
である。立法によって，就業規則条項の法的拘束力を肯定する，すなわち契
約内容化を定めるのであれば，それには十分な論拠が示されるべきであろ
う。しかし，前述したように，その説明は十分に示されていない。また，こ
のような立法的措置によって， どのような状況がもたらされるのかという点
については，全く考慮されていない。{吏居者が， (労基法上，過半数労働者
代表の意見聴取による労働者意見の反映の可能性はあるにせよ)事実上，一
方的に作成する就業規則の契約内容化伝法定することは，単に就業規則を労
働契約法へ包摂することではなく，労使の社会的，経済的力関係の差を背最
として，就業規郎が労働者lこ一般的に受容されているという現実の実質的意
味を問うことなしむしろ，これを無批判に肯定するものであり，労使間に
おける「就業規則 1 労働契約jの混同伝法的に制度化するものにほかなら
ない。
「研究会報告書」は， ["労関当事者が社会経済状況の変化に対応して実質的
に対等な立場で自主的に労働条件を決定することを促進し，紛争の未然防止
等を障るため，労働契約に関する公正かっ透明なノレーノレを定める新たな法律
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(労働契約法)が必要となっている。Jとして， i労働契約法を構想するに当
たっては，労使自治を尊重しつつ労使関の実質的な対等性を確保すること，
労働関係における公正さを確保すること，就業形態、の多様化に対応するこ
と，紛争の予防と紛争が発生した場合に対応することを基本的な考え方とし
た。j と説いている(下線は筆者による)。 しかし，前述したように， その不透
明なかっ不明瞭な「合理性J要件のもとに，就業規則の契約内容化を定める
労働契約法案7条は，はたして， i研究会報告書jにいう，実質的な立場で
の労働条件の自主的決定lこ資するのか，きわめて競わしい。何となれば，言
うまでもなく，就業規則は労使の「岳主的決定j の所産でないからであ
る29)。
(2) 就業規則に対する法規制の基本的考え方
「就業規則」は，一般に，労使間の現場においては契約内容をなすものと
して受け止められているようである。しかし，それは，労基法上，使用者が
一方的に(労働者過半数代表の意見聴取義務そ負うが)作成できる就業上の
様々なノレーノレであり，法的に雷えば， それが車ちに契約内容を構成するわけ
ではない。そのノレーノレが労働者に対して法的拘束力を有すると震うために
は，学説・判例上展開されてきた多岐にわたる法的性質論が示すように，一
定の法的ロジックが必要となる。
ところが， このようなロジックとは無関係に， もしくはこの問題に直接ふ
れることなし労働行政上，事実上，職場の労働条件を設定し，その展開を
支える就業規射の整備を通じて，労働条件または労使の権利義務の客観化，
明確化並びに適正イむを国ろうとする行政施策が展開されてきた30)。ここで
は，就業規則が労使の合意の産物ではないことを顧慮して，その適正化が強
調されるのであろう。しかし，そのような議論は，就業規則が合意の産物で
ないがゆえに，法的には直ちに労使の権利義務の内容を構成するものではな
いという事実を見失わせる， という悪しき結果をもたらすように思われる。
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すなわち，例えば，就業規則の必要記載事項そより詳細にすればするほど，
より労働条件が明確化され，労働者利益の擁護につながるというような議論
は，記載化されるより詳細な労働条件事項が使用者の一方的決定によってな
されるものであるという，その現実を見えにくくしてしまう 31)。行政当局
が力を入れる就業規則規制の整備は，使用者による労働条件の一方的決定を
より進める方向に作照し，労働条件は労使の合意である労働契約にもとづい
て決定・変更されることを，その基本的前提とする労働契約関係において，
合意原則の形骸佑，さらには空洞化を推し進めるように思われるのであ
る32)。
労基法第2条は，労働条件対等決定原則を謡っている。これが労働条件決
定・変更に係る基本原郎である。労働条件は労使の対等な関係を前提とした
うえでの，両当事者の合意によって成立，展開し，終了する。この観点から
すれば，就業規則による労働条件の決定・変更の法的拘束力いかんをめぐっ
て展開されてきた裁判例・学説の苦闘の歴史を今一度，改めて振り返り，そ
の意義を確認すべきであろう。
また，労基法上の就業規則規制が，そもそも，どのような歴史的状況のも
とで， どのような経緯で始まり， どのように展開してきたのか，それが，現
代の雇用社会においてどのように機能しているかについても，確認しておく
必要がある。すなわち，労働者の契約意識未成熟の時代に，労働契約内容の
富家による後見的規制を意図して導入された就業規則規制は，雇用社会にお
ける就業規郎の活用を促し，その契約内容として広〈受容されていった歴史
的経緯の延長上に， i合理性J要件のもとでの，就業規即条項による契約義
務の構成(例えば，時間外労働義務条項は， 36協定と連結して，きわめて
容易，かつ簡便に，労働者の時間外労働義務を導き出す)がもたらされたの
である 33)。
就業規則は，労働契約の内容を解釈・確定する擦の解釈基準のひとつとし
て機能している。これに対して，労働契約の内容は，就業規郎だけでなく，
労債の(明示又は黙示)の合意，労働協約，労使慣行等に賠らして，その内
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容が固定される。すなわち，労働契約と就業規則とは峻別されるべき法輯度
なのである。ただし，現行法上，労働契約と就業規則は，労働条件の設定・
変更について，それぞれ固有の意義を担い，かつ相互補完的な機能を果たす
べきものであることには相応の注意が払われる必要があろう 34)。労働契約
と就業規則とが相互補完的に機能することを想定している，現行労基法上の
就業規期規制は，労働契約と就業規則との法的な緊張関係を支えていると
つでもよい。労働契約法案7条は， このような労基法上の就業規則規制の
絶妙の効用を無lこ帰してしまうものにほかならないのである。
(2007年5月24日脱稿)
水付記本稿脱稿後， 7月29日投票の参議院選挙を目前にして国会が混乱に焔っ
て労働契約法案は継続審議の扱いになり， 2007年秋の臨時国会で再度，審議
にイせされることとなった。
注
1) 例えば，自由法密閉「労働契約法案に主主り込まれた就業規郊による労働条件変更
をどうみるかJ(2007年3月30日)，日本労働弁護団「労働契約法案及び労働基準
法改正法案に対する，意見J(2007年4月2日)も， この点を取りあげ，法案を厳し
く批判している。
2) 学説・判例の動向については，抱稿「就業規則の法的性質j労働法の争点(第3
版) (2004年)16頁以下参照。
3) 就業規郎法制jの援史については，浜岡富士郎『就業規則法の研究~ (有斐閣，
1994年)1夏以下において，最も包括的かつ詳細に分析，検討されており，本議に
は，就業規則を論じるさいには必ず踏まえておくべき点が的確に指摘されている
が，その成果が今回の労働契約法制定そめぐる議論に生かされていない。なお，拙
稿・前掲は，浜田教授とは異なる視点で就業規則法制を佼置づけようとしたもので
あるが，この点についてより詳しくは別稿を予定している。
4) 2006年 12月12日の角田邦重，西谷敏，毛塚勝利の各教授をとりまとめ資任者
とする声明文 cr禍根を残す就業規刻変更法環の成文化一一契約原理に反する労働
条件変更法理の回定化は避けるべきであるJ) は; I報告案に提示されている変更の
合理性判断基準も，労働条件の性格の相違にいっさい配慮することが怠しこれま
での判例法理による慎重な利益衡最に比較して効率的処理を俊先させるだけのもの
となっているj と批判する， I就業規郎変更法理の成文化に蒋考を求める労働法研
究者の声明J労働法律匂報1639・40号 (2007年)4頁以下。
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5) 厚生労働省レベルでの討議については，それぞれ以下(=今)のように略称する。
①「今後の労働契約法制の在り方に関する研究会報告書J[2005年9月 15日】功
「研究会報告書J，②「労働契約法制及ひ、労働時間法制に係る検討の視点J[2006年
4月11日労働政策審議会労働条件分科会] (労働法令通信 2076号 17頁以下)斗
「検討の視点J，③労働契約法制及び労働時間法制の在り方について(築)J [2006 
年6月 13日労働政策審議会労働条件分科会J(労働法令通信2082号2頁以下)司
f在り方について(案)J，③「労働契約法制及び労働時間法昔話jの今後の検討につい
て(案)J [2006年ヲ月 11日労働政策審議会労働条件分科会] (労働法令通信 2090
号7頁以下)司「今後の検討について(案)J，⑤ f今後の労働契約法制について検
討すべき具体的論点 (1) (素案)J [2006年 11月21日労働政策策議会労働条件分
科会] (労働法令通信2097号2頁以下)斗「具体的論点(素案)J，⑥「今後の労働
契約法総及び労働時間法制の在り方について(報告)J【2006年 12月27日 f今後
の労働契約法制の在り方について」に対する労働政策審議会答申]斗「労政審答
申J，⑦「労働契約法案要綱J[2007年 1月25日厚生労働大g;:より労働政策審議会
に諮問，何年2J=l2E1同審議会答申}司 f法案華客綱j
6) 拙稿・前掲 f就業規則の法的性質J17頁。最近の論考としては，浜村彰「就業
規則による労働条件の決定と変更一一労働政策審議会答申の検討」労働法律旬報
1641号 (2007年)30 1'[以下参照。
7) この点については，東京大学労働法研究会編『注釈労働基準法下巻.J(有斐関，
2003年) 1022頁以下(荒木尚史執筆ま)で詳細に検討されている。
8) 筆者の見解は， r就業規則の不利益変更と手続華客{牛論」労働法学会誌71号 (1988
年)641'[以下に示している。
9) 松本岩吉『労働基準法が世に出るまで.J(1981年，労務行政研究所)439頁。
10) 松尚三郎 f条解労働基尊重法新絞ーは (1958年，弘文堂) 194 1'[以下参照。
11) 拙稿「労働条件の偲別化と就業規民社・労働契約の法ノレーノレJ西谷敏・中鳥I日産・
爽田香子編『転換賂労働法の課題.J(旬報社， 2003年)511'[以下参照。
12) この点については，拙稿「第90条〔作成の手続)J青木祭色・片将兵編『注解法
律学会集45 労働慕準法I.J (資林誉院， 1994年)261-262頁参照。
13) r研究会報告書jが「労働基準法第 93条は，労働基準法から労働契約法制jの体系
に移すことが適当であるJと述べて以降，この考え方が維持されている。
14) 中窪裕也「就業規!lU法紛J民寵法雑誌 134巻6号 (2006年)791頁は，労基法
93条の効力は労基法自身の最低基準効(労基法 13条) とパラレノレな関係にあるこ
と，労基法93条は労基法の規制体系の中lこ組み込まれており， 89条の作成・腐出
義務や 90条の意見聴取義務などの規定と筏接に関連することを指摘して，この移
行に「疑問を感じるj と述べる。また，浜村・前掲(注 6)論文 30頁も f就業規則
が保護法目的にもとづき当該事業場における小労働基準法としての役割を果たすこ
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とを政策的に期待しているとするならば，かかる労基法の保護法原理に根っこを持
つものを，あえて労使の自主的決定を基本に据える労働契約法に移摘させる必要は
なし従来どおり労基法に残しでも格別問題は生じないj とする。
15) なお，近時，労基法第93条の就業規則の法的効力を最低主主準効，就業規則が労
働契約内容となる効力を契約内容規律効と呼ばれるようになったが(東大労研編・
前掲(注7)の荒木尚志教授の用諮である)，最低基準効と言っても対労働契約上の
法的効力であり(法第93条の「就業規則で定める基準によるjを契約内容化と解
するか，契約内容の規律と解するかの解釈の遠いはあるが)，契約内容の最低基準
として労働契約を限界づけるもしくは規律する効力であるので，この意味では，法
第93条もまた契約内容規律効を有するといえるのではないか。
16) この点については，搬稿・前掲「就業規則の不利益変更と手続婆件論J66頁以
下参照。
17) I研究会報告審」の f就業規郊の内容が合理性を欠く場合を除き」というネガ
テイプな表現は， I検討の視点J(rその内容が合理的でない場合を除くことJ)，r在
り方について(案)J (rその内容が合理的なものでない場合を除きj) に引き継がれ
るが，その後の「今後の検討について(案)jが， I合理的な就業規IlUJ，r具体的論
点(素案)j， I労政審答申j そして「法案要綱」が「合理的な労働条件Jというポ
ジティブな表現に変わっていった。本文では，いずれも「合理性Jを要件とするも
のとして取り扱っている。
18) 中主主・前掲(注 14)論文792頁。ただし，中窪教授は， これに続けて fまずは労
働契約の慕本原則として，契約内容は労働法令の枠組みの下で当事者間の『合意J
によって決定される旨を規定したうえで，その特殊な適用例として，就業規則によ
る怠思iの推定規定を設けるのが適切であろうj (同 792頁)と述べられている。
19) 浜村・前掲(注 6)論文34][は， I~労働契約の内容になる J とされても，就業規
IlUの当該規定が合耳霊的でないことを?反託すれば，労働契約の内容にならないと潔解
すべきであろうんという。
20) 大内仲裁『労働条件変更法理の再構成A(有斐閣， 1999年)39頁は， r労働者の
間意なしに f契約iの内容になるとする場合には，法規説の論理に立っていると判
断すべき」と指掃する。
21) この点については，拙稿「日本航空運航乗務員就業規則変更毒事件・評釈J判例評
論 554号 (2005年)202頁参照。なお，柳屋孝安「労働契約ノレーノレの法制化と就業
規則j季刊労働法212号 (2006年)53頁は，合理性の判断基準についてその兵.体
的内容を指針で示すことが欠かせないと述べ，浜村・前掲(主主 6)論文35][も， I少
なくとも不合理と判断される就業規則の規定を例示するような規則や指針があわせ
て制定されるべきj と説く。
22) 浜田富士郎『就業規別法の研究.Il(1994年，有斐閣)55]言。
536 
労働契約法と就業規l1U規制の在り方
23) 西谷敏 f労働時間・労働契約の法政策と政治一一 2006年 12月労政審答申とその
後j労働法律旬報 1641号 (2007年)10-11哀。
24) 例えば，規制改革・民間開放捻進会議の平成 18年 12月25日付 f規制改革・民
間開放の推進lこ関する第3次答申ーーさらなる飛躍をめざして一一」では，次期通
常国会に，労使双方の意思(労使自治)を可能な限り尊重すべきであるとの立場か
ら労働契約法案を，また，併せて労働時間規制の適用除外制度の整備拡充のための
労働時間法制を見直す法案を提出する等の措置を要求していた。
25) この点について，従来の議論を踏まえて包括的な検討を加えた最近の論考として
は，和問肇 rw労働契約法iの性格と規制内容に関する覚書j労働法律旬報 1594号
(2005年)28頁以下参照。
26) 石田農 f歴史のなかの労働契約法制」労働法律勾報1615・16号 (2006年)26 
賞。
27) 浜泊富士郎 f労働契約j 日本労働研究雑誌408号 (1994年)95 Ji:。なお，関知
の通り，労働契約全従業員としての地位設定契約と解したのは，放末弘厳太郎氏で
あったが， この労働契約鋭については，石田・前掲(注26)論文21頁以下参照。
28) 浜田・前掲(浅27)論文95頁。
29) 石間・前掲(注26)論文25頁は， r研究会報告書jには， r自らが前提とする『労
使の自主的決定』や f実質的対等性の確保』に反する内容が含まれているJと指織
する。
30) この点については，例えば片岡昇・閤谷敏「労働契約・就業規則法制jの立法論的
検討一一労基研労働契約等法制部会の『労働契約等法制に関する問題点と検討の方
向』合めぐってj労働法律旬報1279・80号 (1992年)18 Ji:以下参照。
31) なお，渡辺章 f工場法史が今に問うものj日本労働研究雑誌562号 (2007年)
108 Ji:は，今日では，就業規則は f労使が双方向的に拘束しあう権利義務の規範的
根拠jであり， r工場法下の就業規郊のように労働条件等を使用者が一方的に決め
る手段と見るべきでないことは明らかであるj と論じられるが，そのように理解し
たにせよ，現実には，就業規則は，使用者が，法令等の範囲内において， (労使交
渉による合意ではないという意味で)一方的に労働条件等ぞ設定する手段として活
用されているのである。
32) なお，西谷敏「労働契約法制と労働法の未来j労働法律旬報1615・16号 (2006
年)14Ji:{立， r研究会報告書jがノレーノレの明確化，透明性を強調している点、につい
て， r重要なのは，誰が作成した，いかなる内容のノレ-}1/かであり，その点に潤題
があれば， w透明性あるノレーノレ』は，単なる労働者支記の道兵になりかねないJ
L 的確に指摘されている。
33) 拙稿・前掲 f就業規刻の法的性質J16賞以下参照。
34) この点については，錦繍・前掲 f労働条件の個別化と就業規則・労働契約の法
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ノレーノレJ48賞以下で詳論している。
〈参考資料〉
(以下， ワク，下線はさ著者による。)
1.行手蚕の労働契約法制の在り方に関する研究会報告書JI(初侃年9月15日)
「第 l 総論
1.労働契約法制の必要性
(1) 近年の労働契約をめぐる状況の変化
近年，就業形態・就業意識の多様化に伴う労働条件決定の倒別化の進展や綬営
環境の急激な変化に対応する迅速な労働条件変更の必要性の増加，さらに集団的
労働条件決定システムの機能の低下や倒那労働関係紛争の増加という労働契約を
めぐる状況の変化が見られる。就業形態の多様化等による労働条件の個別的な決
定・変更の必要性が増大している中では，労使当事者が最低基準に抵触しない絡
聞において，労働契約の内容をその実情に応じて対等な立場で自主的に決定する
ことが重要となる。その際には，労使当事者の行為規範となる公正かつ透明な
ルールを設定する必要がある。
(2) 労働契約法制の必要性
ア 労働契約法制の必要性
以上のような状況を踏まえ，労働関係が公正で透明なノレーノレによって運営され
るようにするため，労働基準法とは別に，労働契約の分野において民法の特別法
となる労働契約法制を制定することが必要である。
この労働契約法制においては，単に判例法理を立法化するだけでなく，手続を
規定することや，当事者の意思が明確でない場合にそれを補完するための規定
(任意規定，推定規定)を活用することにより，労使当事者の行為規範となり，か
つ，呉体的な事案に適用した場合の予測可能性を高めて紛争訪止にも役立つよう
なルールを形成することが必要である。
(省略)
第 3 労働関係の展開
l 就業規則
(1) 労働基準法上の就業規則の作成手続き(省略)
(2) 就業規則と労働契約との関係
ア 就業規則の最低基準効
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労働基準法第93条は，労働基準法から労働契約法制の体系に移すことが適当で
ある。
イ 労働契約の内容となる効力
就業規則の内容が合理性を欠く場合を除き，労働者と使用者との間に，労働条
件は就業規則の定めるところによるとの合意があったものと推定するという趣旨
の規定を設けることが適当である。
ク 労働条件を変更する効力(省略)
(3) 就業規射の効力の発生に必要な条件
ア 就業規則の最低基準効の効力発生要件(省略)
イ 労働契約の内容となる効力等の発生に必要な要件
就業規則に労働者を拘束する効力合認めるために必要な要件としては，その内
容を適用を受ける事業場の労働者に尽知させる手続が採られていることを望書する
こと(判例法理)を法律で明らかにすることが適当である。
このほか，……過半数組合等からの意見聴取を，拘束力が発生するために必要
とすることが適当である。なお，儲々の労働者に対して就業規則の内容を周知し
た上で意見を募集する措霞を講ずることも認めて差し支えないと考える。
さらに，行政官庁への臆出合就業規則の拘束力が発生するために必要な要件と
することが適当である。」
2.1I塑塾塾塑坦坦竺樫型空型空哩亙』
(2006年 4月11日労働政策審議会労働条件分科会へ提示)
「第2 検討の視点【労働契約法制】
基本的事項
(~基本的な考え方)
労働契約が労働者と使用者との継続的な関係を規律するものであることにかん
がみ，労使両当事者の契約に対する自覚を促しつつ，労働契約が円滑に継続する
ための基本的事項を明らかにする。……(省略)……
就業媛則をめぐるルール等の明確化
(基本的な考え方)
我が国では，就業規則により労働条件が統一的かつ画一的に決定されることが
広範に行われており，懐習として定着しているが，傍別の労働契約との関係が明
確ではなく，また，就業規則による労働条件変更の際， どういう場合に合理的な
変更となるか明らかでないので，これを明確化する。
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〔就業規則と個別の労働契約の関係の明確化〕
0 労働契約締結の際に，必要な就業規則の周知手続を実施すること，その内容
が合理的でない場合を除くこと等の要件の下で，当該事業場で労働している労働
者の労働契約の内容は就業規則の定めるところによるとの合意が成立したものと
推定することが必要ではないか。
0 上記のJレールの明確化と併せ，明示された労働条件と事実が異なる場合に労
働者が即時に労働契約を解除することができること(現行の労働基準法 15条第2
項)や就業規則と法令，労働j契約等との相互の関係を明らかにすること(現行の
労働基準法第 92条第 1項・第 93条)が必要ではないか。
3.1亙唾型開友両時間同丙函示示元日動J
(厚生労働省は， 2006年 6月日日労働政策審議会労働条件分科会に，労働契
約法の制定及び労働時間法制の見直しに関する素案ぞ提示。労使双方反発，審
議中断)
「第2 検討の方向
{労働契約法]
総知事項
(基本的な考え方)
. (省略)…...
(1) 労働契約は，労働者及び使用者が実質的に対等な立場における合意に基づ
いて締結され，又は変更されるべきものである。
(2) 上記(1)の実質的に対等な立場における合意に資するよう，使用者は契約
内容について情報を提供し，労使双方は良好な労働契約関係を維持するよう努め
るものとする。
(3) …・υ(省略)…...
就業規刻で定める労働条件と労働契約の関係等の明確化
(基本的な考え方)
労働条件は，労働者及び使用者の実質的に対等な立場における合意に基づき締
結される労働契約で決められるべきものであるが，我が留では，労働組合がある
場合には労働協約により労働条件が集団的に決定される一方で，就業規則により
労働条件が統一的かつ画一的に決定されることも広範に行われているのが実態で
ある。
したがって，労働条件について，個別の労働契約に基づくものと，労働協約及
び就業規則に基づくものとの関係が重要となるが，現状では就業規郎に基づくも
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のとの関係が必ずしも明確ではなしまた，就業規則の変更の際，どういう場合
に合理的な労働条件の変更となるか明らかでないので， これぞ明確化する。
〔就業規則で定める労働条件と俄別の労働契約の関係〕
(1) 労働契約締結の際に，使用者が労働基準法を遵守して定めた就業規則があ
る場合には，その内容が合理的なものでない場合を除き，偲別に労働契約で労働
条件を定める部分以外については，当該事業場で就労する個別の労働者とその使
用者との間に，就業規燃に定める労働条件による旨の会惑が成立しているものと
推定する。
(2) 上記と併せ，現行の労働基準法第 15条第 2項(明示された労働条件と事
実が異なる場合に労働者が即時に労働契約を解除することができること)及び現
行の労働基準法第92条第 I項・第93条(就業規則と法令，労働契約等との相互
の関係，効力)は労働契約法に移行する。」
4.1「労働契約法制及び労働時間法制の今後の検討について(案出
(審議中断後，B月31日に審議再開。 9F1118，厚生労働省が新たな検討項
目を提示。)
r1.労働契約法制
(1) 基本的な考え方(省略)
(2) 労働契約の成立・変更等
L 労働契約は，労働者及び使用者の合意によって成立し，変更されるものであ
ることを明確化することについて検討を深めてはどうか。
2.労働契約締結の際に，使用者が労働基準法を遵守して定めた合理的な就業規
則がある場合には，個別に労働契約で労働条件を定める部分以外については，当
該事業場で就労する偶別の労働者とその使用者との簡に，就業規則に定める労働
条件による旨の合意が成立しているものと推定することについて検討を深めでは
どうか。
3. (省略)
4.上記に伴い，労働契約の即時解除や就業規則の効力等に関する規定を労働契
約法に移行することについて検討を深めてはどうか。
5.[_r今後の労働契約法制について検討すべき具体的論点1日空雪斗
(11月21日，厚生労働省が労政審労働条件分科会に提示。)
11.労働契約の成立及び変更について
541 
(1) 合意原則
労働契約は，労働者及び使用者の合意によって成立し，又は変更されることを
明らかにしてはどうか。
(2) 労働契約と就業規郊との関係
告 就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は，その部分
について無効とし，無効となった部分は，就業規則で定める基準によることを，
労働契約法において規定することとしてはどうか。
② 就業規則が法令又は当該事業場について適用される労働協約lこ反する場合
には，その反する部分については無効とすることとしてはどうか。
③ 合理的な労働条件を定めて労働者に賂知させていた就業規則がある場合に
は，その就業規則に定める労働条件が，労働契約の内容となるものとすることと
してlまどうか。
④ ただし，労働者及び使用者が就業規則の内容と異なる労働契約の内容を合
意した部分(特約)については，③によるのではなしその合意によることとし
てはどうか。
(3) 就業規郊の変更による労働条件の変更(省略)J
6.LI_全埜竺竺塑望型空型空空竺型時間法制の在り宅1:"':)いて(報告)J I 
(厚生労働省 2006年 12FJ 27日， r今後の労働契約法制の在り方についてJに
対する労働政策審議会(労働条件部分科会)からの答申。)
i.・H ・。一方，個別的労働関係紛争解決制度や労働審判制度など，倒別労働関係
紛争の事後的解決手続きの整備が進んでいるが，個別労働関係を律する法律とし
ては最低労働基準を定める労働基準法しか序在しないため，体系的で分かりやす
い解決や未然防止に資するノレールが欠けている現状にある。このため労働契約の
内容が労使の合意に基づいて自主的に決定され，労働契約が円滑に継続するため
の基本的なルールを法制化することが必要とされている。」
i1 労働契約の原則
(I) 労働契約は，労働者及び使用者の対等の立場における合意Iこ基づいて締結
され，又は変更されるべきものであるとすること。
. (省略)
2 労働契約の成立及び変更
(1) 合意原則
労働契約は，労働者及び使用者の合意によって成立し，又は変更されることを?
鳴らかにすること。
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(2)労働契約と就業規則との関係等
@ 就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は，その部分
については無効とし，無効となった部分は，就業規刻で定める基準によることを
労働契約法において規定すること。
③ 就業規則が法令又は労働協約に反してはならないものであり，反する場合
の効力について，労働契約法において規定すること。
③ 合理的な労働条件を定めて労働者に局知させていた就業規則がある場合に
は，その就業規別に定める労働条件が，労働契約内容となるものとすること。た
だし，①の場合を除き，労働者及び使用者が就業規販の内容と奥なる労働契約の
内容を合意した部分(特約)については，その合意によることとすること。
(3) 就業規郊の変更による労働条件の変更(省略)J
7. 存在限~段~嗣
(2007年 l月25EI，厚生労働大岳より労働政策審議会に諮問，同年 2月2
EI，同審議会は「婆綱については，おおむね妥当と考える」と，答申。)
f第一目的
この法律は，労働契約の成立及び変更等lこ関する基本的な事項を定めることに
より，労働者及び使用者が円滑に労働契約の内容を自主的に決定することができ
るようにするとともに，労働者の保護を関仇もって偶別の労働関係の安定に資
ことを?目的とすること。
第二 労働者及び使用者の定義(省略)
第三 労働契約lこ関する原則等
一 労働契約は，労働者及び使用者が対等の立場における合意lこ基づいて締結
し，又は変更すべきものであるものとすること。
. (省略)・
第四 労働契約の成立及び変更
一労働契約の成立
(ー ) 労働契約は，労働者が使用者に使用されて労働し，使用者がこれに対し
て賃金を支払うことについて，労働者及び使用者が合意することによって成立す
るものとすること。
(ニ) 使用者が合理的な労働条件が定められている就業規剖を労働者に関知さ
せていた場合には，労働契約の内容は，その就業規則の労働条件によるものとす
ること。ただし，労働契約において，労働者及び使用者が就業規則の内容と異な
る労働条件を合意した部分については，三(ー)に該当する場合を除き，この限り
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でないものとすること。
ニ労働契約の内容の変更(省略)
三 その他の労働契約及び就業規則に関する事項等
(ー) 就業規則で定める基準に達しない労働条件寄定める労働契約は，その部
分については無効とするものとすること。この場合において無効となった部分
は，就業規則で定める基準によるものとすること。
(二) 就業規則が法令又は労働協約に反する場合には，当該違反する部分につ
いては，一(二)，ニ(三)及び三(ー)は適用しないものとすること。j
盟労働契約法案
(厚生労働省「労働契約法案要綱jに基づき， r労働契約法案jを作成。 2007
年3月13日，同法案の国会提出につき閣議決定。)
第二章労働契約の成立及び変更
(労働契約の成立)
第六条 労働契約は，労働者が使用者に使用されて労働し，使用者がこれに対し
て賃金を支払うことについて，労働者及び使用者が合意することによって成立
する。
(労働契約の内容と就業規則との関係)
第七条使用者が合理的な労働条件が定められている就業規則を労働者に周知さ
せた場合には，労働契約の内容は，その就業規則で定める労働条件によるもの
とする。ただし，労働契約において，労働者及び使用者が就業規則の内容と異
なる労働条件を合意していた部分については，第十二条に該当する場合を除
き，この限りでない。
(就業規則の変更に係る手続)
第十一条就業規則の変更の手続に関しては，労働基準法(昭和二十二年法律第
四十九号)第八十九条及び第九十条の定めるところによる。
(就業規則違反の労働契約)
第十ニ条就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は，その
部分については，無効とする。この場合において，無効となった部分は，就業
規則で定める基準による。
(法令及び労働協約と就業規則との関係)
第十三条就業規則が法令又は労働協約に反する場合には，当該反する部分につ
いては，第七条，第十条及び前条の規定は，当該法令又は労働協約の適用ぞ受
ける労働者との間の労働契約については，適用しない。
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附則
(労働基準法の一部改正)
第二条 労働基準法の一部を次のように改正する。
第十八条のこを削る。
第九十三条を次のように改める。
(労働契約との関係)
第九十三条労働契約と就業規則との関係については，労働契約法(平成十九年
法律第VV'l/f号)第十二条の定めるところによる。
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